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研究成果の概要（和文）： 
出産後の母親の喫煙予防に資する基礎資料を得るために，母子手帳交付に来所した妊婦をコ

ホートとして母子手帳受領時，妊娠末期，出産後の３回縦断的に調査した。その結果母子手帳
受領時，出産後ともに喫煙には出産経験有，身近な喫煙者有が関連し，母子手帳受領時にはさ
らに若年齢が関連した。妊娠を契機に禁煙した妊婦は 79.2％，その内出産後の再喫煙率は
15.8％であった。妊娠が判明しても喫煙を継続した妊婦 5名中 4名（80.0％）が出産後は禁煙
した。また，妊娠初期の禁煙支援として「意識の高揚」，「自己の再評価」を活用する妥当性が
示唆された。 
 
研究成果の概要（英文）： 

The three time surveys in a longitudinal cohort study on smoking prevention of 
mothers after childbirth were conducted targeting pregnant women who visited health 
centers being provided a maternal and child health handbook for the first time of the 
survey, being followed for the second survey in their end of pregnancy, and after their 
having a child for the third.  

The results showed that the related factors of their smoking, at both time of receiving a 
maternal and child health handbook and post-delivery, were being parous women and a 
person with a smoking habit being close to the people under study, and that being young 
was another related factor of smoking at the time of having maternal and child health 
handbook. Those who ceased smoking at the pregnancy covered 79.2%, and out of them 
15.8% of the people in the study started smoking again after having their baby. Out of five 
pregnant women who continued smoking after pregnancy four individuals (80%) quit 
smoking after child birth. The results also showed that application of ‘raising cognition 
level of smoking cessation’ and ‘re-evaluation of self ’ to the quitting smoking support was 
appropriate. 
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研究分野：医歯薬学 
科研費の分科・細目：看護学・地域･老年看護学 
キーワード：喫煙，禁煙，出産，母親 
 
１．研究開始当初の背景 
我々の縦断的なコホート研究の結果、女性喫
煙者の 7割以上が妊娠を契機に禁煙していた
1､2）。この割合は一般の喫煙者の禁煙率に比し
て高く、女性喫煙者にとって「妊娠」が禁煙
の強い動機付けとなっていた。しかし、禁煙
を継続する群がある一方で、一旦は禁煙を実
行しても妊娠末期までに 2割が喫煙を再開し、
出産後の喫煙再開率は 5割に達した。すなわ
ち、妊娠を契機に禁煙した女性喫煙者の禁煙
継続を効果的にサポートすることが重要な
課題であることが示唆された。また、自由記
述から喫煙・禁煙に関する文脈を抜き出して
ラベルを作成し、ＫＪ法によりグループ編成
した結果、妊娠を契機に禁煙し出産後まで禁
煙を継続した母親では、子どものため自分の
ために喫煙を止める、というように育児に積
極的であるのに対し、喫煙を再開した母親で
は、子育てのストレスにより喫煙を再開する、
など育児への負担感が語られていた 3)。 
 一方、看護職による禁煙支援の実態調査 4)

から、禁煙のための助言をするなどの禁煙支
援の実施率は 2割以下であり、その理由とし
て、多忙に加えて業務として位置づけられて
いないことがあった。同時に看護職者の禁煙
支援の自己効力感も低く、地域で禁煙支援を
実施するためには、業務の中で簡便に使用で
きるツールの必要性が示唆された。 
 近年、日本では禁煙支援の理論的根拠とし
て、プロチャスカ（Prochaska、J.O.）5）によ
る「行動変容ステージモデル」が導入されて
いる。このモデルは、行動変容の準備性に焦
点を当てた理論モデルで、「変容ステージ」、
「変容プロセス」、「意志決定バランス」、「自
己効力感」を理論枠組みとする「汎理論的モ
デル」ともいわれる 6）。日本では、禁煙支援
マニュアル等において「変容ステージ」は対
象者の禁煙の準備性の評価に多く活用され
ているが、行動変容の過程で人々が使用する
認知的・感情的あるいは行動的活動と説明さ
れる「変容プロセス」については、ほとんど
触れられていない。変容プロセスは変容ステ
ージに対応して使用されることが分かって
おり、変容プロセスを活用した介入を行うこ
とは、行動変容を促すことに有効であること
が予測されるが、介入方法の根拠となる基礎
資料に乏しく、さらに、妊産婦を対象とした
研究は見当たらない。 
２．研究の目的 
(1) 母子手帳受領時・出産後の喫煙状況と喫

煙の関連要因の検証。 
(2) 母子手帳受領時・妊娠末期・出産後まで
の喫煙状況の推移と「変容プロセス」活用の
実態の把握。 
３．研究の方法 
(1)手続きならびに対象者 

2006 年度の全国 2､212 市区町村の内、
2006 年度出生数が中央値(129)以上の 1､083
箇所から無作為に 270 箇所（約 25％）を抽
出し、本調査への協力に同意を得た 115箇所
を対象市区町村とした。対象市区町村の申し
出により、1 回目（母子手帳受領時）の調査
対象者として予想される母子健康手帳交付
来所予定妊婦数 3551 名分の質問紙を郵送し、
668名（18.8％）より回答を得た。2回目（妊
娠末期）の調査に協力を得た 445名の内、妊
娠週数が既に末期に入った 11 名を除く 434
名に妊娠 32週から 36週の時期に合わせて 2
回目の質問紙を郵送し、319 名（73.5％）よ
り回答を得た。3 回目（出産後）の調査に協
力を得た 318名に 2回目の調査で該当外とな
った 11名を加えた 329名に出産後 5、6カ月
後の時期に合わせて 3回目の質問紙を郵送し、
254名（77.2％）より回答を得た。 
(2) 質問紙の構成 
先行研究 1,2,3,7）に基づき、喫煙再開のハイ
リスク者の抽出に有効と予測される項目を
取り上げ、また、禁煙継続のための支援を導
く項目として、Prochaskaら 5）が開発し中村
ら 8)により翻訳された「変容プロセス」を用
いた。 
①属性：年齢、家族構成、職業の有無、初産・
経産の別。②喫煙環境：同居の喫煙者の有無、
友人の喫煙者の有無、母親仲間の喫煙者の有
無。③喫煙状況：喫煙経験の有無、現在の喫
煙の有無、喫煙経験者に対する妊娠を契機と
する禁煙の有無。④母親役割意識：大日向 9)

による母親役割の受容尺度により測定した。
母親役割尺度は肯定的意識 6項目、否定的意
識 6 項目で構成される。「違う」から「そう
である」の 4段階評定を求め、1点から 4点
を配点し、合計得点が高いほど肯定的、否定
的意識が強いと判断した。尺度の使用につい
て、開発者の了解を得た。⑤変容プロセス：
変容プロセス評価尺度 5､8､10）により測定した。
「意識の高揚」、「情動的喚起」、「自己の再評
価」、「社会的解放」、「逆条件づけ」、「援助関
係の利用」、「褒美」、「コミットメント」、「環
境統制」の 9下位尺度、各 4項目で構成され
る。1 回目調査で「喫煙経験あり」、2、3 回
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目調査で「喫煙あり」と回答した対象者に最
近 1週間の各変容プロセスの活用頻度につい
て「一度もない」から「繰り返しある」まで
の 5段階評定を求めた。1点から 5点を配点
し、合計得点が高いほど、当該変容プロセス
を活用したと判断した。尺度の使用にあたっ
ては、翻訳された変容プロセス評価尺度を喫
煙・禁煙行動に焦点を当て、さらに対象者と
なる 20代、30代の女性が理解しやすい表現
に一部改変した。翻訳者には改変することも
含めて、尺度使用の了解を得た。 
(3) 分析方法 
母子手帳受領時、出産後の喫煙状況と関連

要因の検証には、χ2 検定、Kruskal Wallis
検定、一元配置分散分析、Mann-Whitney U
検定を、母子手帳受領時から妊娠末期、出産
後までの喫煙状況の推移と「変容プロセス」
活用の実態では、Mann-Whitney U 検定、
Wilcoxon の符号付き順位検定を用いた。
SPSS for Windows 16.0 Jを使用し、有意水
準 5％未満を有意とした。 
(4) 倫理的配慮 
対象市町村に対しては、書面により本研究 

の趣旨・目的、概要、調査結果の公表の際に
市区町村や個人が特定されることはないこ
と、データは本研究の目的にのみ使用し、研
究終了後はシュレッダーにより裁断するこ
と、調査に協力できない場合も不利益は生じ
ないこと等を書面で説明し、返信用葉書によ
り協力の可否を確認した。 
 対象者となる妊婦に対しては、書面により 
本研究の趣旨・目的、概要、調査結果の公表 
の際に個人が特定されることはないこと、デ 
ータは本研究の目的にのみ使用し、研究終了 
後はシュレッダーにより裁断すること、調査 
に協力できない場合も不利益は生じないこ 
と、協力が可能な場合にのみ返信くださるよ 
う書面で説明し、質問紙の返信をもって協力 
を得たと判断した。なお、2回目の調査への 
協力の可否を 1回目の質問紙の最後に尋ね、 
3回目の調査への協力の可否を 2回目の質問 
紙の最後に尋ね、それぞれ同意が得られた対 
象者にのみ質問紙を郵送した。但し、2回目 
の調査に協力を得た 445名の内、妊娠週数が 
既に末期に入った 11名については、3回目の 
調査に協力を得たと判断して質問紙を郵送 
した。 
４．研究成果 
(1)母子手帳受領時の喫煙状況と喫煙の関連
要因 

1回目の調査に協力を得た 688名中、喫煙
状況に欠損のない 640名（93.0％）を分析対
象とした。 
①対象者の概要：平均年齢 30.7(±4.7)歳，平
均妊娠週数 13.4(±7.0)週，出産経験有 317
名(49.5％)。②喫煙状況：喫煙経験有 202 名
(31.6％)，その内調査時点で禁煙 181 名

(89.6％)，調査時点で喫煙 21 名(10.4％)。③
喫煙の関連要因：年齢が若い(p<0.05)，出産
経験有 (p<0.05)，同居家族に喫煙者有
(p<0.001)，友人に喫煙者有(p<0.001)，母親
仲間に喫煙者有(p<0.001)。 
(2)出産後の喫煙状況と喫煙の関連要因 

3回目の調査に協力を得た 254名全員を分
析対象とした。 
①対象者の概要：平均年齢 31.6(±4.6)歳，平
均出産後月齢 5.6(±0.8)ヶ月，出産経験有140
名(55.1％)。②喫煙状況：調査時点で喫煙 6
名(2.4％)，その内訳;妊娠前禁煙出産後再開 1
名，妊娠判明時禁煙出産後再開 5名③喫煙の
関連要因：出産経験有(p<0.05)，友人に喫煙
者有(p<0.001)，母親仲間に喫煙者有(p<0.01)。 
(3) 変容プロセス評価尺度の検討 

1 回目調査で「喫煙経験あり」と回答した
176 名，2,3 回目調査で「喫煙あり」と回答
した各 5名の回答に基づき，主因子法とバリ
マックス回転による因子分析を行った。その
結果，想定した 9因子が抽出されたが，＜社
会的解放＞，＜自己の再評価＞は因子負荷量
0.4以上の項目が 2項目，＜情動的喚起＞は 3
項目となった。したがって，9 下位尺度の内
＜社会的解放＞，＜自己の再評価＞の合計得
点は 2 点～10 点，＜情動的喚起＞は 3 点～
15点，他の 7下位尺度は 4点～20点の範囲
となった。 
(4) 母子手帳受領時・妊娠末期・出産後まで
の喫煙状況の推移と「変容プロセス」活用状
況 

1，2，3回の調査すべてに協力を得，喫煙
状況に欠損のない 241 名を分析対象とした。
①対象者の概要： 年齢は 16 歳～44 歳に渡
り平均年齢 31.6(±4.7)歳，出産経験有 125
名(51.9％)，核家族 186名(77.2％)。 
②母子手帳受領時，妊娠末期，出産後までの
喫煙状況の推移：母子手帳受領時に喫煙経験
がない 176 名(73.0％)は，出産後まで一貫し
て喫煙無。喫煙経験有 65名(27.0％)の内妊娠
前禁煙 41名(63.1％)，喫煙を継続した 24名
中妊娠判明時禁煙 19名(79.2％)で，その内出
産後の喫煙再開 3名(15.8％)。妊娠前禁煙 41
名と妊娠判明時禁煙 19 名中，出産後に禁煙
していたのは，それぞれ 39 名(95.1％)，16
名(84.2％)。また，妊娠判明後も喫煙した 5
名の内，出産後に禁煙していたのは 4 名  
（図 1）。 
③母子手帳受領時の喫煙状況別の「変容プロ
セス」得点：母子手帳受領時に「喫煙経験あ 
り」と回答した 65 名について，調査時の喫
煙者と禁煙者間で「変容プロセス」得点を比
較した（表 2）。＜意識の高揚＞（p<0.01），
＜情動的喚起＞（p<0.01），＜自己の再評価
＞（p<0.001）で有意差があり，いずれも喫
煙者の得点が高かった（表 1）。  
④出産後喫煙再開者の母子手帳受領時の「変
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容プロセス」得点：妊娠前または妊娠を契機 
に禁煙した対象者の内，出産後に喫煙を再開
した 5名の喫煙状況の推移を表 2に，母子手
帳受領時の「禁煙プロセス」得点を表 3に示
した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 母子手帳受領時の喫煙状況別「禁煙プロセス」の得点        N=65 

    中央値 最小 ‐ 最大   

意識の高揚  禁煙     n=60 7 4 ‐ 20 

 喫煙     n= 5 10 4 ‐ 20 
** 

援助関係の利用 禁煙 12 4 ‐ 20  

 喫煙 15 4 ‐ 20  

社会的解放 禁煙  2 ‐ 10  

 喫煙 5 3 ‐ 10  

情動的喚起 禁煙 7 3 ‐ 15 

 喫煙 9 3 ‐ 15 
** 

自己の再評価 禁煙 3 2 ‐ 10 

 喫煙 6 2 ‐ 10 
*** 

コミットメント 禁煙 11 4 ‐ 20  

 喫煙 11 4 ‐ 14  

逆条件付け 禁煙 8 4 ‐ 20  

 喫煙 10 4 ‐ 14  

環境統制 禁煙 6 4 ‐ 18  

 喫煙 8 4 ‐ 16  

強化マネジメント 禁煙 6 4 ‐ 20  

  喫煙 6 4 ‐ 14   

Mann-Whitney 検定   *p<0.05 **p<0.01 ***p<0.001   
 

 

1回目（母子手帳受領時）    2回目（妊娠末期）     3回目（出産後） 
 
＜喫煙経験なし＞ ＜喫煙経験なし＞ ＜喫煙経験なし＞      
    176人             176            176 
喫煙経験あり 
  ＜妊娠前禁煙＞  ＜禁 煙＞  ＜禁 煙＞ 
      41人            40             39 
                                ＜喫 煙＞ 
                                   1  
                 ＜喫 煙＞  ＜喫 煙＞ 
                     1              1 
  ＜妊娠判明時禁煙＞  ＜禁 煙＞   ＜禁 煙＞ 
      19人            18             15 
                                ＜喫 煙＞ 
                                   3 

＜喫 煙＞  ＜禁 煙＞ 
                    1               1 
  ＜喫 煙＞    ＜禁 煙＞  ＜禁 煙＞ 
     5人              2               1 
                                ＜喫 煙＞ 
                                   1 
                 ＜喫 煙＞  ＜禁 煙＞ 
                    3               3 
 

図 1 喫煙状況の推移 
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(5)考察 
母子手帳受領時，妊娠末期，出産後の妊産婦
の喫煙状況の推移では，妊娠を契機に禁煙し
た妊婦の割合は 79.2％（24名中 19名）と， 
平成 13 年～15年に実施した我々の調査 2,3）

と同様に高率であった。しかし，妊娠を契機
に禁煙した対象者の出産後の喫煙再開率は
15.8％（19 名中 3 名）と，先行調査 2）より
も顕著に減少した。また，妊娠が分かっても
喫煙を継続した 5名の内 4名（80.0％）まで
が出産後は禁煙しており，先行調査 2）で 
100％喫煙を継続した結果と対象的であった。
全体的に禁煙が促進される望ましい方向に
変化しており，その要因として，平成 15 年
に施行された健康増進法第 25 条に受動喫煙
の防止が規定されたこと，同年WHOで採択
された「たばこ規制に関する世界保健機関枠
組条約」が平成 16 年には日本でも批准され
たこと，平成 22 年には厚生労働省から，公
共的空間を原則全面禁煙とする通達がでた
ことなど，近年の社会動向が背景にあると考
える。 
 喫煙経験者が禁煙のために活用する「変容
プロセス」では，母子手帳受領時の喫煙者は
禁煙者よりも，禁煙に役立つ新しい情報や方
法を探す・知ろうとする＜意識の高揚＞，禁
煙しないことによる健康被害に関するマイ
ナスの感情を経験する＜情動的喚起＞，喫 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
煙を継続すること，禁煙をすることが自分に
とってどのような影響を及ぼすかを理解す
る＜自己の再評価＞の得点が有意に高く，禁
煙を志向していた。一方，母 
子手帳受領時に禁煙して出産後再喫煙した 5
名の内 4名は，＜意識の高揚＞，＜自己の再
評価＞の得点が出産後禁煙者よりも相対的
に低く，妊娠初期の段階での禁煙支援として，
この２つの「変容プロセス」を活用する妥当
性が示唆された。 
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